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 １ 日弁連における自治体関係の取組 

 

    ・業務改革シンポジウム（200１、200３、2007、2009、2011) 

    ・高齢者、障害者問題 

    ・行政介入暴力、不当要求対策 

    ・外部監査、任期付公務員 

    ・地方分権改革、自治法改正のフォローアップ 

    ・自治体向け研修と意見交換 

    ・自治体債権の管理回収業務の体制作り 

    ・震災復興と被災自治体の支援 

    ・総務省との意見交換 
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 ２ 債権管理回収を切口とした新たな関係 

 

    ・東京弁護士会における江戸川区との取組 

 

       ・講演・職員研修の展開 

 

    ・各弁護士会におけるチームの設置 

         東京、第２東京、大阪、愛知県、横浜、福岡、札幌、岡山 

 

    ・依頼自治体と対象債権の拡大 

 

    ・ｅメール相談 

       ・非常勤職員 



- 4 -

 

 ３ 債権管理における課題 

 

    ・地方自治法、施行令に精通した弁護士の養成 

 

    ・各弁護士会の取組の開始、強化 

 

    ・自治体債権の法的性質の研究 

 

    ・法令遵守と法制度の検討 

 

    ・小口大量事案の処理 
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       ・議会との関係と長の専決処分 

 

    ・コストと予算 

 

以 上 
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